




 



 







 



 







 



 

施 策 ： 家庭や地域との連携 

１ 施策を選定した理由 

 平成18年に教育基本法が改正され、「学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協

力」（第13条）が新設された。また、平成20年には学習指導要領が改訂され、基礎

的な知識・技能の習得と思考力・判断力・表現力の育成の両方をバランスよく伸

ばしていくために、約30年ぶりとなる授業時間数の増加や外国語活動の新設など

が規定された。 

一方、少子化の進行により児童・生徒数が減少してきたことに伴い、学校教育

の担い手である教員も減少してきた。また、核家族化や近所付き合いの希薄化な

どにより、子育てする親の孤立や家庭の教育力の低下も深刻化している。 

こうした状況の中、学校教育の充実を図るためには、学校のみならず、学校と

家庭と地域が連携し、一体となって子どもを育てる環境を整えていくことが求め

られる。 

そのため、本委員会は、「家庭や地域との連携」の施策を選定し、その施策の効

果を高めるための評価を行うものである。 

２ 施策および事務事業の現状と課題 

（１）教育活動の担い手となる人材不足 

 学校教育の充実を図るためには、教員の資質や能力の向上に加え、教育活動を

支援する人材の確保が求められる。学校にかかわりを持つ保護者や地域の人々を

対象に実施している「学校教育アンケート（平成 21 年 3 月）」によると、「『学校

は保護者や地域の人などが積極的に教育活動にかかわれるように工夫している

か』についての肯定的な回答の割合」が 79.1％であることに対して、満 20 歳以

上の区民を対象に実施している「 飾区政策・施策マーケティング調査（平成 22

年 8 月）」によると、「学校の行事などに参加している区民の割合」は 17.8％とな

っている。 

一方、近年、定年退職した団塊の世代の人々が新たな地域の担い手として期待

されているが、その多くが仕事や家庭中心の生活を送ってきたことから、これま

で学校や地域とのつながりを持ってこなかった人々である。 

さらに、共働き世帯の増加や就労状況の変化により、若い世代の人々は仕事や

子育てに追われ、ＰＴＡなどの教育活動へ参加する時間が取りづらい。 

こうしたことから、地域で生活する多くの人々が、教育活動へ参加する機会を

持ちづらい状況にあることがわかる。 

 

（２）学校や地域における教育体制の不足 

各学校では、部活動の指導者、学校支援ボランティアなど、地域の人々が様々

な形で教育活動を支援している。しかし、教育活動に参加している人々からは、

ボランティアの有償と無償の理由がよくわからないことや、地域との連携に熱心



 

な学校とそうでない学校があることが指摘されている。このことから、教育活動

の中心となる学校の体制やそれを支える制度が十分に整備されていないと考えら

れる。 

 一方、地域においては、近所付き合いの希薄化により子育てする親が孤立し、

児童虐待や家庭内暴力などが社会問題となっている。 

 

（３）人材と教育活動を結び付ける仕組みの不足 

学校支援ボランティアの活動状況をみると、ボランティアの登録数に対して活

動数が少ないことがわかる。このことにより、教育活動に関心のある人々も、活

動に結び付いていないことがわかる。 

 また、ＰＴＡ活動については、共働き世帯の増加や価値観の多様化により、保

護者によって活動できる時間帯や曜日が異なることから、担い手が集まりにくく

なっている。 

こうしたことから、地域の人々を教育活動に結び付ける仕組みが十分に機能し

ていないと考えられる。 

３ 施策の成果向上のための事務事業改善の提言 

（１）地域人材の発掘と育成 

①事業ＰＲの充実 

学校や地域とかかわりを持てずに生活している人々を教育活動へつなげていく

ためには、区が実施している講座やボランティア活動などの事業内容の周知方法

をより工夫する必要がある。 

 全戸に配布される広報紙をはじめ、地域の情報源となる町内会の回覧板や掲示

板、若い世代が目を向けやすい区のホームページなどを活用し、あらゆる世代の

人々へ届くように情報を定期的に発信すべきである。また、周知内容についても、

ひと目でわかるような特集を組むなど工夫を凝らし、地域の人々の関心を喚起す

るような内容とすることで、人材が発掘できると考える。 

 

②ライフスタイルに応じた地域参加活動の仕組みづくり 

近年、人々の価値観や生活スタイルは多様化しているため、例えば団塊世代の

人々などを対象に、個々のライフスタイルに合った地域とのかかわり方を支援す

る必要がある。まず、自分の興味のあることから学びがはじまり、学校や地域の

課題を知ることができるような講座をより充実させ、参加者を増やす必要がある。 

さらに、コーディネート機能を発揮させて、学校、地域、関連部課等がそれぞ

れどのような人材を必要としているかを明確化した上で、それに応じた専門的な

講座を実施することで、より地域や教育活動に根付いた人材が育つと考える。 

 

③教育活動に対する意識の向上 

地域で生活する子どもの存在を知ることが、教育活動に対する地域の人々の意



 

識を高めるきっかけになると考える。そこで、一部の学校で既に実施しているよ

うに、あいさつ運動や演奏会などの教育活動を学校の中だけでなく、地域に出て

積極的に行うように全ての学校に働きかけていくことも必要と考える。 

 

（２） 学校・家庭・地域の連携による教育体制の整備 

①全体計画の作成 

地域の人々が快く教育活動に参加できるように、地域との連携を呼びかけるな

ど学校が担う役割を明確化した上で、活動内容を整理する必要がある。例えば、

学校地域応援団事業の全校実施をいつまでに行うのかなど、全体計画を作成し明

らかにすることで、学校と地域が一体となり目標に向かって取り組めると考える。

特に、学校地域応援団事業は、学校教育の充実を図るために有益な事業であるた

め、より充実した活動となるよう必要な支援を行っていく必要があると考える。 

また、ボランティアの有償、無償の理由を、教育活動へ参加する人々に対して

十分に説明するとともに、今後必要に応じて区別を見直すことも必要であると考

える。また、無償ボランティアに対しては、「地域ポイント制」（＊）等を導入す

ることで、地域の人々の継続的な支援が確保できると考える。 

 

②地域の見守り体制の強化 

孤立している親を地域で支えるためには、子育ての悩みなどを身近で相談でき

る場所を確保するとともに、相談相手となる人材を育成することにより、地域の

見守り体制を整備することが必要である。 

また、地域に根付いた活動を行う町内会では、若い世代の人々の加入率が低下

している。若い世代の親たちが町内会に加入し、町内会を通じて地域とのつなが

りを持つことができれば、地域で子どもを育てる環境もより充実すると考える。 

 

（３） 地域人材と学校・家庭・地域をつなぐ仕組みづくり 

①人材情報の整備 

地域コーディネーターをはじめ、青少年委員やＰＴＡ役員などが、必要として

いる人材を容易に選定できるよう、情報を整備することが必要である。情報の集

約にあたっては、例えば、地域ごとに利用しやすい一覧表で情報を管理すること

により、各地域の特性に応じた人材の活用が可能となる。 

 

②三者をつなぐ担い手の育成 

 学校地域応援団の実施校拡大に伴い、地域コーディネーターには重要な役割が

求められる。このため、現在実施している研修会やミーティング等をより充実さ

せ、地域コーディネーターを育成する仕組みを確立する必要がある。 

 また、ＰＴＡ活動については、近年の社会状況を踏まえつつ、一部の学校で出

勤の前後や土日に活動しているように、各学校の状況に適した自主性をより発揮



 

しやすい活動形態を導入していく必要があると考える。 

さらに、青少年委員は、平成 20 年度より 73 名体制となり、学校と地域をつな

ぐ懸け橋として大きな役割を担ってきたが、学校やＰＴＡとより連携体制を図っ

ていくためには、活動内容を積極的にＰＲしていく必要があると考える。 

 

 

結びに、一人ひとりの区民が子どもの教育に対する意識を高め、学校・家庭・

地域が一体となって子どもを育てる環境が整備されることにより、子ども自身が

地域の必要性を実感でき、将来は自らが地域の担い手となることを期待する。そ

のためには、学校・家庭・地域の連携に関連する部課が、役割分担を明確化した

上で、柔軟に連携しあう行政運営となることを切に望む。 

＊「地域ポイント制」・・・ボランティアに参加するとポイントがたまり、地域の商

店街で割引になる制度を想定。 

 







 



 



 



 


